
市議会９月定例会で審議した議案等 

議案番号 件  名 概  要 提出者 審議結果 

市報第３号 

平成２１年度決算に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率の報告

について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第

１項及び第２２条第１項の規定に基づき、①実質赤字

比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将

来負担比率の「健全化判断比率」の報告及び病院事業

会計、水道事業会計、下水道事業特別会計について⑤

「資金不足比率」の報告 

本市では①～⑤いずれも基準値内である。 

市長 (報告、質

疑のみ) 

 

市議第９号 
伊東市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

医療保険制度の安定的運営を図るため、国民健康保険

法等の一部を改正する法律が平成２２年５月１９日

に公布、施行されたことに伴い、法律の引用条項の条

ずれの整理を行うための改正 

市長 全会一致

で可決 

市議第１０号 
伊東市立保育所条例の一部を改正

する条例 

平成２３年４月１日から伊東市立富戸保育園が民間

の認可保育所に移行することに伴い、市立保育所から

同園を削るための改正 

市長 賛成多数

で可決 

市議第１１号 

伊東市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例の一部を

改正する条例 

児童扶養手当法の一部改正に伴い、母子家庭同様、父

子家庭も新たに児童扶養手当の支給対象となったこ

とから、非常勤消防団員等に年金として支給される損

害賠償と父子家庭に支給される児童扶養手当との調

整に係る規定を整備するための改正 

市長 全会一致

で可決 

市議第１２号 
伊東市火災予防条例の一部を改正

する条例 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気

器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を

定める省令及び住宅用防災機器の設置及び維持に関

する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を

改正する省令の公布に伴う条項の整理等を行い、あわ

せて、燃料電池発電設備及び届け出の必要な火を使用

する設備等に関する規定に所要の改正をするための

改正 

市長 全会一致

で可決 

市議第１３号 
平成２２年度伊東市一般会計補正

予算（第２号） 

前年度決算繰越金を財源として財政調整基金、医療施

設設置基金への積み増し、経済対策として小規模修繕

工事を施工する緊急経済雇用対策事業費、緊急雇用創

出事業費、住宅リフォーム振興事業補助金の増額、定

員増加に伴うひだまり管理運営事業費の増額、福祉基

金の取り崩しによる子宮頸がんワクチン予防接種委

託料の追加など、歳入歳出に５億４，８０７万２，０

００円の追加 

市長 全会一致

で可決 



市議第１４号 
平成２２年度伊東市下水道事業特

別会計補正予算（第１号） 

湯川終末処理場改築工事請負費の増額など、歳入歳出

に１，４５６万１，０００円の追加 

市長 全会一致

で可決 

市議第１５号 
平成２２年度伊東市国民健康保険

事業特別会計補正予算（第１号） 

一般被保険者療養給付費、高額療養費の増額、前年度

の国県支出金の精算に伴う返還金等の計上など、歳入

歳出に４億４，４９０万５，０００円の追加 

市長 全会一致

で可決 

市議第１６号 
平成２２年度伊東市介護保険事業

特別会計補正予算（第１号） 

前年度の国県支出金及び支払基金交付金の額が確定

したことに伴う返還金等の計上など、歳入歳出に１，

６３９万９，０００円の追加 

市長 全会一致

で可決 

市議第１７号 
平成２２年度伊東市水道事業会計

補正予算（第１号） 

鉛管等取替業務委託料の増額などによる収益的支出

２，６２３万３，０００円の追加、債務負担行為にお

いて料金徴収等業務委託料の減額、水道施設維持管理

業務委託料の追加 

市長 全会一致

で可決 

市議第１８号 
平成２２年度伊東市一般会計補正

予算（第３号） 

固定資産税・都市計画税の過大徴収返還のための償還

金及び還付加算金の増額とその財源とする財政調整

基金の取り崩しに伴い、歳入歳出に７，７００万円の

追加 

市長 全会一致

で可決 

市認第５号 

～市認第１６号 

平成２１年度伊東市一般会計歳入

歳出決算、９特別会計歳入歳出決

算及び２企業会計決算 

※各決算の概要は、各会計決算の表をごらんくださ

い。 

市長 各会計決算の

表をごらんく

ださい。 

発議第２号 
伊東重度障害者センターの存続と

発展を求める意見書 

内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、

衆議院議長及び参議院議長に提出 

議員６名 全会一致

で可決 

発議第３号 
所得税法第５６条の廃止を求める

意見書 

内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、衆議院議長及び

参議院議長に提出 

議員６名 全会一致

で可決 

陳情第５号 

伊東重度障害者センターの存続と

発展を求める意見書採択を求める

陳情 

陳情者 国立福祉施設の存続発展を求める会 

 伊東重度障害者センター代表委員 望月亜矢子氏 

全会一致

で採択 

陳情第６号 
所得税法第５６条の廃止を求める

意見書提出を求める陳情 
陳情者 伊東民主商工会婦人部 部長   石 川 正 代氏 

全会一致

で採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



◎全会一致で認定　○賛成多数で認定

区　分

決算額（円）
収入率

(％)
決算額（円）

執行率
(％)

24,728,351,338 98.40% 24,166,809,367 96.16% ○
2,204,626,805 96.34% 2,178,795,775 95.21% ◎

15,084,710,791 91.82% 15,535,849,074 94.57% ◎
10,311,285,650 103.78% 9,761,381,528 98.24% ◎

33,054,879 99.56% 33,010,592 99.43% ◎
31,054,489 99.99% 22,075,836 71.08% ◎
70,425,856 99.62% 70,325,775 99.48% ◎

5,394,929,956 96.42% 5,392,558,570 96.37% ◎
39,356,372 99.89% 39,200,128 99.49% ◎

1,375,269,291 97.55% 1,364,397,377 96.78% ◎
59,273,065,427 97.23% 58,564,404,022 96.06% ―

区　分

決算額（円）
収入率

(％)
決算額（円）

執行率
(％)

収 益
勘 定

3,817,036,101 100.18% 3,796,892,281 99.98%

資 本
勘 定

250,022,716 98.87% 313,301,342 99.05%

収 益
勘 定

1,729,568,180 100.73% 1,567,381,203 95.62%

資 本
勘 定

380,789,200 93.69% 1,183,134,595 98.77%

平成２１年度　一般会計・特別会計・企業会計決算

歳　　　入 歳　　　出
審議
結果　会 計 別

一　般　会　計

特
別
会
計

下 水 道 事 業
競 輪 事 業
国民健康保険事業
土 地 取 得
老 人 保 健
霊 園 事 業
介 護 保 険 事 業
介護老人保健施設
後 期 高 齢 者 医 療

合　　　　計

収　　　入 支　　　出
審議
結果　会 計 別

企
業
会
計

病院事業 ◎

水道事業 ◎

 


